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はじめに 

2011年 3月 11日に発生した東日本大震災では、東北地方をはじめとする多くの企業が甚大な被害を受けた。

それから 1 年も経たないうちに、日本の企業にとって重要な海外生産拠点のひとつであるタイで大規模洪水

が発生し、現地に進出した日系企業の多くが浸水被害を受けた。今回の東日本大震災とタイの洪水で、最も

深刻な事態に陥った経済活動の一つが「サプライチェーンの混乱」である。電機・電子部品や自動車、流通

をはじめとする、あらゆる業界でサプライチェーンが寸断され、製品やサービスの供給が停滞した。そして、

その影響は瞬く間に世界中へ波及した。 

また、東日本大震災から間もなく 1 年が経過するが、震災以降、日本企業においては「想定外」という言

葉が飛び交い、それに伴うサプライチェーンの重要性についても声高に叫ばれるようになった。企業経営を

行ううえで、いかにして「想定外」のリスクと向き合い、どのようにサプライチェーン機能を維持すべきな

のか。 

本稿では、リスクマネジメントの考え方に基づきながら、これからのサプライチェーン戦略をあらためて

見つめ直すことにする。 

1. 近年にみるサプライチェーンとリスク 

日本企業における競争力の源泉は、可能な限り効率性を追求したサプライチェーン・マネジメントシステ

ムに支えられてきたという歴史にある。しかしながら、さまざまな「想定外」のリスクの顕在化によって、

そのサプライチェーンが脆くも寸断されてしまったことは記憶に新しい。 

まずは、2011年に発生した東日本大震災とタイの洪水といった「想定外」のリスクが、我が国のサプライ

チェーンに突きつけた課題や問題点について整理する。 

1.1. 東日本大震災によるサプライチェーンへの影響 

我が国は地震大国でありながら、これまで何度も大規模な地震を経験しつつも迅速に復旧し、着実に復興

を遂げてきた。しかしながら、東日本大震災は稀に見る広域災害であり、その影響は我が国にとどまらず、

世界へも波及する結果となった。 

たとえば、甚大な被害を受けた自動車・自動車部品メーカーでは、一時的に生産の縮小や停止を余儀なく
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されたが、このことは、日本製の部品・部材を用いて加工や組立を行い、サプライチェーンの一翼を担って

いるアジア各国にも少なからぬ影響を及ぼした1。とくに、自動車産業のサプライチェーン寸断がアジアにも

たらした影響は大きく、多くの日系自動車・自動車部品メーカーが拠点を置いているタイや中国では、一時

的であったにせよ、生産を減少せざるを得ない状況に陥った。 

経済産業省が震災発生から約 1 ヵ月後に実施したアンケート調査によれば、今回の調査対象となった被災

企業のうち約 6 割がすでに復旧していると回答するなど、自社もしくは生産拠点の復旧は比較的早期に達成

されている2。 

一方、原材料や部品・部材が不足する状況が改善され、十分な調達量を確保できる時期についてその見込

みを聞いたところ、約半数の素材メーカーが 7月まで、また、約 7割の加工業者が 10月までかかるという見

通しを示した。このアンケート結果から、たとえ自社や生産拠点が早期に復旧しても、生産に必要な原材料

や部品・部材が数ヶ月間にわたって不足するという実態が明らかになった。 
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図 1 原材料、部品・部材の調達困難の背景3 

 

また、原材料や部品・部材が調達不足に陥る背景として、大半の企業が「調達先企業が被災」もしくは「調

達先企業の調達先が被災」を挙げている。このように、東日本大震災のような大規模かつ広域にわたる災害

に直面したにもかかわらず、早期に復旧を果たした企業があったものの、事業の早期再開についてはサプラ

イチェーンの寸断が大きな影響を及ぼしたことがわかる（図 1）。 

                                                           
1 小林公司「東日本大震災のアジア経済への影響―自動車・エレクトロニクス産業のサプライチェーンへの影響を中心と
するタイ･シンガポール調査から」みずほ総合研究所『みずほアジア・オセアニアインサイト』2011年 6月 14日
（http://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/asia-insight/asia-insight110614.pdf）参照。 
2 経済産業省「東日本大震災後の産業実態緊急調査」2011年 4月
（http://www.meti.go.jp/press/2011/04/20110426005/20110426005-2.pdf）。 
3 同上資料（p.3）を基に当社作成。 
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1.2. タイの洪水によるサプライチェーンへの影響 

タイの洪水被害は、経済のグローバル化がいっそう深化し、サプライチェーン・マネジメントにも大きな

影響を及ぼすことを象徴する出来事となった。近年、日本企業の海外進出が急激に拡大するなかで、タイは

我が国のみならず世界の製造業から有望視されている国の一つである4。パソコンなどの基幹部品として使わ

れるハードディスク駆動装置（HDD）を例にとれば、タイは世界最大のHDD生産国であり、最大手のウェス

タン・デジタル（WD）はHDD全生産量の約 6 割をタイで生産するなど、同国はHDDのサプライチェーンの

中枢として機能していた。 

2011年の夏以降記録的な大雨に見舞われたタイでは、その後大規模な洪水が発生し、主要な工業団地が浸

水被害を受けた。WDでは、バンパイン工業団地とナワナコン工業団地にある工場がともに浸水し、2011 年

10月中旬から同年 12月に一部再開するまでの約 2ヶ月間操業停止を余儀なくされた5。WD以外にも、HDD

メーカーや部材メーカーが浸水被害などを受け、多くの企業が数ヶ月間に及ぶ操業停止に追い込まれた。 

今回の被害をサプライチェーンという切り口で見た場合、東日本大震災と同様、生産に必要な原材料の供

給が滞ったことにより、HDDの生産台数が減少し、最終製品であるパソコンや録画再生機などの生産額に影

響を与えたことがわかる。実際、我が国の HDD素材・部品メーカーもタイに進出しており、浸水などの被害

を受けたため、サプライチェーンの上流でも素材や部品の供給が止まる事態に陥った。 

もちろん、HDD分野に限らず、タイに生産拠点を置く企業や国内外の取引先も少なからずこのような状況

にあった。経済産業省が 2011 年 12 月に実施したアンケート調査によれば、タイではなく日本国内やそれ以

外の国に拠点を置く製造業の多くが、自社や取引先の被災による調達や販売の停滞によって生産水準が低下

したと回答している（図 2）6。 
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図 2 タイと日本にみる生産水準低下の要因7 

  

                                                           
4 国際協力銀行国際業務企画室調査課「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告―2011年度海外直接投資ア
ンケート結果（第 23回）」2011年 12月（http://www.jbic.go.jp/ja/about/press/2011/1202-01/PDF.pdf）。タイを有望視する理由
として、「現地マーケットへの今後の成長性」や「安価な労働力」、「組み立てメーカーへの供給拠点として」などが挙げ

られている。 
5 清水誠「タイ洪水によるHDDサプライチェーンへの影響」株式会社日本政策投資銀行産業調査部『今月のトピックス』
（No.166-4）、2011年 11月 22日（http://www.dbj.jp/ja/topics/report/2011/files/0000008482_file2.pdf）。 
6 経済産業省「タイ洪水被害からのサプライチェーンの復旧状況に関する緊急調査」2011年 12月
（http://www.meti.go.jp/press/2011/12/20111221006/20111221006-2.pdf）。 
7 同上資料（p.5）を基に当社作成。 
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生産水準が低下した要因として、タイ国内の生産拠点においては、当然ながら、多数の企業が自社工場や

設備の浸水による生産停滞を挙げた。一方、日本国内に生産拠点を有する企業は、「自社や取引先の被災によ

る販売停滞」や「直接取引先以外の被災や物流寸断による販売停滞」を挙げるなど、自社が被災していなく

とも、調達から販売に至るまで大きな影響を受けたことが見てとれる。 

また、日本国内に拠点を置く企業からは、代替調達が困難だった理由として「代替調達先の供給能力を超

えているため」および「汎用品だが他工場では生産できない技術を要する製品であるため」という回答が多

く寄せられた（図 3）。 
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図 3 代替調達が困難な理由8 

 

しかしながら、このような大規模な被害を受けてもなお、投資先としてのタイの魅力は変わらないとする

企業が多い。タイ政府による治水対策の強化は喫緊の課題であるが、今後もタイを有力な生産拠点として位

置づける日本企業にとっては、リスクマネジメントの観点からサプライチェーンを捉える考え方が必要とな

ってくるだろう。 

2. 事業継続に向けたサプライチェーン・リスクマネジメント 

前章では、東日本大震災およびタイの洪水に焦点を当て、数ヶ月間に及ぶ操業停止や素材・部品の調達不

足によって生産水準が低下し、サプライチェーンに大きな影響を及ぼした例を紹介したが、これら 2 つの災

害において、サプライチェーン機能が低下した、もしくは寸断してしまった要因には主に次の 3 つが考えら

れる。 

 

（1） 「想定外」のリスクによる甚大な影響 

（2） 見えにくいサプライチェーン構造 

（3） 代替生産の困難性 

 

 

                                                           
8 前掲「タイ洪水被害からのサプライチェーンの復旧状況に関する緊急調査」（p.8）を基に当社が一部加工、作成。 
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まず一つ目として、「想定外」のリスクによる甚大な影響が挙げられる。当然ながら、企業として、または

サプライチェーン全体として「想定外」のリスクを想定していなかったために、そのリスクが顕在化した時

の影響が非常に大きかった。 

次に、見えにくいサプライチェーン構造が挙げられる。平時からサプライチェーンが可視化されていない

ために、リスクが顕在化した場合の影響は計り知れない。サプライチェーン構造が「ピラミッド型」のみな

らず、複雑な「ダイヤモンド型」になっていたという話は知られているが、実は、この現象は 2007年頃から

顕在化したサブプライム問題に酷似している。 

極めて複雑な証券化商品によって構成された「金融チェーン」のつながり自体を誰も把握していなかった

ために、いったん崩壊し始めると加速度的に世界へ波及し、結果として世界経済へ甚大な影響を及ぼしてし

まった。この「金融チェーン」とサプライチェーンは類似の脆弱性を持っていたと考えられる。 

最後に、代替生産の困難性である。これには、製品の「特注化・差別化」による“モノ”と、拠点の一極

集中による“場所”の 2 つの代替生産の困難性が挙げられる。いずれも、平時から企業における効率性追求

と競争力強化を極めるための戦略として考えられてきた。サプライチェーンの個別および全体最適を追求し

た結果の裏返しである。 

2.1. 「想定外」のリスクとの対峙 

企業活動に多大な影響を与えた昨今のリスク、それは地震や台風といった自然災害はもとより、急激な円

相場や株価の変動といった外部環境リスク、自社の製品・サービスに伴う事件・事故や不祥事、個人情報漏

えい、コンプライアンス違反などの内部環境リスクなど、大小さまざまである。しかし、これらは単に「想

定外」として片づける訳にはいかないものばかりだと気づかされる。 

2008年 9月の「リーマンショック」に端を発した世界同時不況は“100年に一度”であり、東日本大震災

は“1000年に一度”といわれている。一方で、我々はわずか数年の間に、実際には超長周期的な事象をすで

に何度も経験していることも現実である。 

ベストセラーとなったナシーム・ニコラス・タレブの著書『ブラック・スワン―不確実性とリスクの本質』

（ダイヤモンド社）では、ほとんどありえない事象、誰もが予想しなかった事象を“黒い白鳥”に例えて、

社会や経済を一変してしまう「想定外」のリスクについて論じていた。我々は今、多くの黒い白鳥を目の当

たりにし、その存在を受け入れなければならない状況に立たされているのである。では、これから、企業は、

「想定外」に対してどのように向きあえばよいのだろうか？ 

東日本大震災を例にとっても、「想定外」のリスクとして、マグニチュード 9.0の巨大地震や巨大津波、計

画停電、原発事故、そしてサプライチェーンの途絶など、多種多様なリスクが存在している。そして、それ

らをすべてまとめて、「想定外」を「想定内」に転化させようとする考え方が多くの企業で見受けられる。 

しかし、具体的に「想定外」を「想定内」とする場合には、次の 2 つのステップで検討を進めることが望

ましい（図 4）。 
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「想定内」としてすでに対象範囲にあるリスクについて、それらが顕在化した時に与える影響度合いをさらに深

める。また、被害の影響度合いをさらに深刻化する。

東日本大震災の例として、これまで津波の到来は想定していたが、その高さを5メートルから20メートルに変

更する、といった想定の見直しである。

② 「想定内」のリスク発生時の影響度合いを深める

自社が対象としているリスクに加えて、新たな（未だ想定していない）リスクを対象範囲に含める。つまり、これ

までの「想定内」の範囲をさらに広げ、これまで「想定外」であったリスクを「想定内」のものとして取り込む。

東日本大震災の例として、これまで地震と津波は想定していたが、今後、想定範囲をさらに広げて計画停電

の実施や原材料の途絶を含める、などである。

① 「想定内」のリスク対象範囲を広げる

「想定内」としてすでに対象範囲にあるリスクについて、それらが顕在化した時に与える影響度合いをさらに深

める。また、被害の影響度合いをさらに深刻化する。

東日本大震災の例として、これまで津波の到来は想定していたが、その高さを5メートルから20メートルに変

更する、といった想定の見直しである。

② 「想定内」のリスク発生時の影響度合いを深める

自社が対象としているリスクに加えて、新たな（未だ想定していない）リスクを対象範囲に含める。つまり、これ

までの「想定内」の範囲をさらに広げ、これまで「想定外」であったリスクを「想定内」のものとして取り込む。

東日本大震災の例として、これまで地震と津波は想定していたが、今後、想定範囲をさらに広げて計画停電

の実施や原材料の途絶を含める、などである。

① 「想定内」のリスク対象範囲を広げる

 

図 4 「想定外」のリスクを「想定内」にする 2つのステップ9 

 

上記 2つのステップにしたがって、まずは想定範囲を徐々に拡大し、可能な限り「想定外」のリスクを「想

定内」に取り込むとともに、それらのリスクが顕在化した場合の被害想定を一段と厳しいものとして認識す

ることが求められる（図 5）。 

 

図 5 「想定外」のリスクを「想定内」にする 2つのステップ（イメージ）10 

 

                                                           
9 当社作成。 
10 同上。 
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2.2. 事業継続に向けた戦略的思考 

1990 年代後半から 2000 年頃にかけて、バブル崩壊や金融ビッグバンをはじめとする世界経済の構造変化

が起きた結果、日本の経営環境も大きく変化したことは記憶に新しい。このように、迅速な変化を求められ

るなかで、日本企業においても世界的な潮流である「キャッシュフロー経営」への転換が進み、その一環と

して「サプライチェーン・マネジメント（SCM）」という考え方や手法が導入されてきた。当時は、米デル・

コンピュータやヒューレット・パッカードなどがサプライチェーン・マネジメントのベンチマークとされ、

それ以降は日本企業における競争力の源泉とまでなった。 

すでに誰もが知るようになったサプライチェーン・マネジメントは、今や書籍やインターネットなどから

その考え方や具体的な手法を容易に学ぶことができる。これらのいわば“教科書”に共通して述べられてい

る基本戦略をまとめると次のようになる。 

サプライチェーン・マネジメントの基本戦略 

（1）需要と供給のバランスを予測しながら、意思決定機能や経営資源の“選択と集中”を行う。 

（2）多様な商品リードタイムを短縮し、ストック（在庫）を極小化する。 

（3）サプライヤーを絞り込み、コスト競争力を最大化させる。 

 

しかしながら、前節で述べたような「想定外」のリスクが発生した場合には、商品などの供給経路におい

て遅延や寸断が生じるとともに、ストックに対する物的な損害が発生する。そして、需要と供給における情

報の双方向性が遮断され、結果としてサプライチェーン全体としての機能が低下もしくは停止してしまう。 

つまり、これらの課題を克服するためには、以下のような基本戦略が求められることになる。 

 

「想定外」のリスク対応に求められる基本戦略 

（1）情報の遮断に対して、意思決定機能・権限や経営資源を分散させる。 

（2）商品リードタイムの変動や物的損害を吸収すべく、ストック（在庫）を持たせる。 

（3）供給経路の遅延や遮断に備え、サプライヤーを複数用意する。 

 

お気づきのとおり、従来のサプライチェーン・マネジメントに対して、「想定外」のリスクが顕在化した場

合の“サプライチェーン・リスクマネジメント”は、まさに“相反する”基本戦略となるのである。このよ

うな矛盾に満ちた二律背反の基本戦略をどのように具現化させればよいか。平時における基本戦略と有事の

基本戦略を分けて考えるべきなのか。今後のサプライチェーン・リスクマネジメントを考えるうえで、この

ような二律背反性をどう解決するかといった戦略的思考こそが、各企業に求められるのである。 

例えば、従来のサプライチェーン・マネジメントにおける基本戦略通り、冗長と思われる供給経路や在庫

については効率化・極小化を図る。その上で「想定外」のリスクに応じて、意図した冗長性を取り入れて代

替（バックアップ）のサプライヤーや意図した一定量の在庫を確保する、というような思考が望ましい。 

平時から「ジャスト・イン・タイム」などにより、徹底した経営効率化を図っている自動車大手数社では、

東日本大震災やタイの洪水でサプライチェーンが寸断されたことを踏まえ、今後在庫を 1～2ヶ月分積み増す

計画を発表している。同じ動きが電機・電子部品、建設機械メーカーなどにもみられる。当然ながら、いず
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れの企業も、これまで同様、競争力強化を目指した経営の効率化を図っていくことはいうまでもない。 

東日本大震災やタイの洪水の影響が比較的少ないとされている日産自動車では、引き続き生産拠点や部品

の調達を分散化させるとともに、複数部品の標準化策を推し進めつつ、意図した適正在庫水準を保つことに

している。また、日本電産も、主力のハードディスク駆動装置（HDD）用モーターの生産体制を見直し、海

外での拠点分散により事業継続性を高めるとしている。 

話は若干逸れるが、昨今の円高や東日本大震災の影響をピンチではなくチャンスとして捉えてビジネス

モデルを見直す中小企業も数多く見られる。これらの企業も、有事の戦略を平時の戦略の一部と位置付け、

双方を有機的に関係づけているといえる。 

サプライチェーンのみならず、企業経営自体についても、平時と有事の基本戦略に整合性を持たせたうえ

で、「想定外」とされてきたリスクに対峙する心構えこそが、今後の事業継続に向けた戦略的思考であるとい

えるのではないだろうか。 

2.3.  企業としての復元力と組織体制 

最優先で守るべき自社の強み（コア・コンピタンス）を明確にし、リスク顕在時に備え、それらを維持す

るための方針や手段を策定すること、つまりは有事の経営戦略・戦術を取り決めてスピーディに実行するこ

とは、今後あらゆる企業や経営者に求められる企業経営の要諦に他ならない。その一環として、戦略や戦術

に基づいた“企業の復元力（エンタープライズ・レジリエンス）”が近年重要視されている。 

今回の東日本大震災やタイの洪水を目の当たりにしたとき、誰もが「サプライチェーンの大混乱は、あと

1 年以上は続くのではないか？」と覚悟しただろう。しかし、現実には予想以上に速いスピードで回復を遂

げていることがわかる。いずれのリスクも「想定外」とされてきただけに、その復元力の大きさや回復能力

の高さは、日本のものづくりにおける現場力、そしてサプライチェーン全体の強さをあらためて証明するも

のであったといえる。 

この復元力に富むサプライチェーンや個々の企業は、顕在化する可能性があるリスクを的確に「想定内」

として捉え、リスク顕在に伴う最悪な状況を強くイメージし、そのために平時からさまざまな取り組みを行

っている。そして、実際にリスクが顕在化した場合には、その状況下において耐性力を発揮し、迅速かつ効

果的な自社の戦略や意思決定、オペレーションなどを実行に移すことを可能にしている。結果として、企業

の復元力に劣る競合他社やそのサプライチェーンに比べ、優位的な立場を獲得することができる。 

サプライチェーンにおける永続的な事業継続を実現させるためには、リスク顕在時に備えた戦略的思考に

基づき、自社の復元力を意識したさまざまな活動に取り組んでいただきたい。 

2.4. 事業継続に向けたサプライチェーン・リスクマネジメント 

「想定外」のリスクと対峙したあとは、事業継続に向けた戦略的思考に基づき、サプライチェーン全体

の機能維持および回復を具現化させるための対策を策定することになる。このような一連の手順が、サプ

ライチェーン・リスクマネジメントである。ひとつひとつの手順については、これまでも個別対応として

すでに取り組んできた項目かもしれない。しかしながら、あらためて以下 4 つの手順を体系的に捉え、サ

プライチェーン・リスクマネジメントに取り組んでもらいたい（図 6）。 
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抽出されたボトルネックを取り除く、もしくは緩和するための対策を立案する。

サプライチェーン全体が機能するよう、各拠点およびそれらを結ぶ物流網について、全体最適を目指すべく

対策を立案する。

手順④ 対策の立案

各拠点と物流網により構成される「チェーン」を寸断するようなリスク事業と、その個所を突き止める。つまり、

洗い出されたリスクのうち、最もインパクトを与えるものを選定し、それがサプライチェーン上のどの個所におい

て顕在化するのかをボトルネックとして抽出する。

手順③ ボトルネックの抽出

サプライチェーンを構成する各拠点およびそれらを結ぶ物流網も含め、想定されるリスクを洗い出す。「想定

内」リスクの範囲を広げて「想定外」のリスクを取り込むことに加え、発生時の影響度合いも掘り下げる。

手順② サプライチェーン・リスクの洗い出し

対象となる製品などのサプライチェーン・モデルを「可視化」する。複雑な構造を上流から下流までトレースし、

サプライヤーの構成を把握する。

手順① サプライチェーン・モデルの明確化

抽出されたボトルネックを取り除く、もしくは緩和するための対策を立案する。

サプライチェーン全体が機能するよう、各拠点およびそれらを結ぶ物流網について、全体最適を目指すべく

対策を立案する。

手順④ 対策の立案

抽出されたボトルネックを取り除く、もしくは緩和するための対策を立案する。

サプライチェーン全体が機能するよう、各拠点およびそれらを結ぶ物流網について、全体最適を目指すべく

対策を立案する。

手順④ 対策の立案

各拠点と物流網により構成される「チェーン」を寸断するようなリスク事業と、その個所を突き止める。つまり、

洗い出されたリスクのうち、最もインパクトを与えるものを選定し、それがサプライチェーン上のどの個所におい

て顕在化するのかをボトルネックとして抽出する。

手順③ ボトルネックの抽出

各拠点と物流網により構成される「チェーン」を寸断するようなリスク事業と、その個所を突き止める。つまり、

洗い出されたリスクのうち、最もインパクトを与えるものを選定し、それがサプライチェーン上のどの個所におい

て顕在化するのかをボトルネックとして抽出する。

手順③ ボトルネックの抽出

サプライチェーンを構成する各拠点およびそれらを結ぶ物流網も含め、想定されるリスクを洗い出す。「想定

内」リスクの範囲を広げて「想定外」のリスクを取り込むことに加え、発生時の影響度合いも掘り下げる。

手順② サプライチェーン・リスクの洗い出し

サプライチェーンを構成する各拠点およびそれらを結ぶ物流網も含め、想定されるリスクを洗い出す。「想定

内」リスクの範囲を広げて「想定外」のリスクを取り込むことに加え、発生時の影響度合いも掘り下げる。

手順② サプライチェーン・リスクの洗い出し

対象となる製品などのサプライチェーン・モデルを「可視化」する。複雑な構造を上流から下流までトレースし、

サプライヤーの構成を把握する。

手順① サプライチェーン・モデルの明確化

対象となる製品などのサプライチェーン・モデルを「可視化」する。複雑な構造を上流から下流までトレースし、

サプライヤーの構成を把握する。

手順① サプライチェーン・モデルの明確化

 
図 6 事業継続に向けたサプライチェーン・リスクマネジメントの手順11 

 

リスクが顕在化するような有事において、事業を継続し、サプライチェーン全体を機能させるための具

体的な対策としては、企業によってさまざまな考え方や取り組みがすでになされている。なかでも、想定

したリスクが顕在化した場合に備えた“事業継続計画（BCP）”や各種マニュアルを平時から準備をしてお

く企業が急速に増えている。これは国内拠点のみならず、海外拠点をも含めたグローバルな動きとなって

いる。 

なお、BCP策定における最近の傾向は、通常のオペレーション効率化、サプライチェーン間や取引先企業

との連携強化など、平時の経営力強化につながるかたちで取り組んでいるケースが多い。視点を変えれば、

平時の業務効率化や経営体質強化に取り組む延長線上に有事の備えが存在する、といった考え方が主流にな

っている。 

このような考え方に基づいて、各拠点および拠点間を結ぶ物流網の強化に努めていただきたい（図 7）。 

                                                           
11 当社作成。 
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 図 7 サプライチェーン・リスクマネジメントの全体像（イメージ）12 

おわりに 

これまで、“100 年に 1 度”や“1000 年に 1 度”といわれる「リーマンショック」に端を発した世界同時不況

や東日本大震災をはじめ、企業活動に多大な影響を及ぼすリスクが繰り返し顕在化しているが、このような

事象は今後も発生すると考えるべきである。また、さらなるグローバル化が進んでいる経済社会においては、

サプライチェーン自体が直接的もしくは間接的な影響を受けることも間違いない。 

そのような状況に備え、自社およびサプライチェーン全体の強みであるコア・コンピタンスを明確にした

うえで、想定リスクに備えた有事のサプライチェーン戦略・戦術を具現化し、平時における戦略と一貫性を

もたせることが、サプライチェーン・リスクマネジメントにおける重要なポイントとなる。 

サプライチェーン・リスクマネジメントにおいて、「サプライチェーンの競争力を維持する」と「リスク対

策を実施する」は、二律背反の関係であることはすでに述べた。そこにサプライチェーン・リスクマネジメ

ントの難しさがある。商品や部品の差別化や在庫資産のスリム化を追求すればするほど、リスク顕在時の影

響は大きくなってしまう。逆に商品や部品の標準化や在庫過多は競争力や企業体力を低下させてしまう。日

本企業が持つ特有の強みを活かしながら、最適なサプライチェーン戦略を決定しなければならない。「平時」

と「有事」の双方に一貫性を持たせた戦略、また「攻め」と「守り」の両側面を踏まえた戦略から、効率化

を極めつつも安定供給を実現するためのサプライチェーン戦略が創り出されることになる。これまで、我々

が遭遇してきた「想定外」のリスクの知見を踏まえ、今後新たなパラダイムに対応したサプライチェーン戦

略を構築することこそが、世界における「ジャパンブランド」を強固なものにすると考えられる。 

 

 

                                                           
12 当社作成。 

Copyright © 2012 NKSJ Risk Management, Inc. All rights reserved. ｜ 10 



NKSJ-RMレポート ｜ Issue E-17 ｜ 2012年 2月 27日 

Copyright © 2012 NKSJ Risk Management, Inc. All rights reserved. ｜ 11 

 執筆者紹介  

原 敬徳 Takanori Hara 

リスクコンサルティング事業本部 ERM部 

上席コンサルタント 

専門は全社的リスクマネジメント（ERM）、経営戦略、財務戦略、事業継続（BCM、BCP） 

 

横山 歩 Ayumi Yokoyama 

リスクコンサルティング事業本部 ERM部 

主任コンサルタント 

専門は全社的リスクマネジメント（ERM）、海外危機管理、事業継続（BCM、BCP） 

 NKSJリスクマネジメントについて  

NKSJリスクマネジメント株式会社は、株式会社損害保険ジャパンと日本興亜損害保険株式会社を中核会社とする NKSJ

グループのリスクコンサルティング会社です。全社的リスクマネジメント（ERM）、事業継続（BCM・BCP）、火災・爆

発、自然災害、CSR・環境、セキュリティ、製造物責任（PL）、労働災害、医療・介護安全および自動車事故防止などに

関するコンサルティング・サービスを提供しています。詳しくは、NKSJ リスクマネジメントのウェブサイト

（http://www.nksj-rm.co.jp/）をご覧ください。 

 本レポートに関するお問い合わせ先  

NKSJリスクマネジメント株式会社 

リスクコンサルティング事業本部 ERM部 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル 

TEL：03-3349-9316（直通） 


	はじめに
	1. 近年にみるサプライチェーンとリスク
	1.1. 東日本大震災によるサプライチェーンへの影響
	1.2. タイの洪水によるサプライチェーンへの影響

	2. 事業継続に向けたサプライチェーン・リスクマネジメント
	2.1. 「想定外」のリスクとの対峙
	2.2. 事業継続に向けた戦略的思考
	2.3.  企業としての復元力と組織体制
	2.4. 事業継続に向けたサプライチェーン・リスクマネジメント

	おわりに

